
（様式３）

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい

①年度間調整を行った場合 （単位：千円）

交付対象
事業費

交付金
交付額(国費)

本年度に実施
した事業費

本年度に充当
した国費
（a）

本年度に実施
した事業費に
より算出され
る国費（b）

②事業間流用を行った場合 （単位：千円）

交付対象
事業費
（A）

交付金
交付額(国費)

（B）
全体事業費

事業費
（a）

交付金
（国費）
（b）

事業費
交付金
(国費)

交付対象
事業費
（A+a）

交付金
交付額(国費)

（B+b）
全体事業費

11
道路事業（請
戸漁港－大平
山）

D-1-2 13,347 10,677 13,347 ▲3,894 ▲3,115 ▲3,894 ▲3,115 9,453 7,562 9,453

[H26]500千円（国費：H25復興庁当初
（繰越）分400千円）【調査設計費】
[H27]3,394千円（国費：H25復興庁当
初（繰越）分2,715千円）【調査設計
費】

10
道路事業（大
平山－幾世
橋）

D-1-1 39,096 31,276 39,096 3,894 3,115 3,894 3,115 42,990 34,391 42,990
[H27]3,894千円（国費：H25復興庁当
初（繰越）分3,115千円）【調査設計
費】

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

（注１）「番号」欄には、様式1-2の通し番号（No.欄）を記載すること。

（注２）「前回まで、交付対象事業費（A）」欄の計数は、様式1-2の「総交付対象事業費」及び「事業間流用額」欄の上段（　）書きの合計額と必ず一致させること。

（注３）「流用等による増▲減額、うち流用額」欄の▲表記は他事業に流用した額を表す。

（注４）「流用等による増▲減額、事業費（a）」欄の計数は、様式1-2「総交付対象事業費」及び「事業間流用額」欄の中段の合計額と必ず一致させること。

（注５）「流用等による増▲減額、うち流用額、事業費」欄の計数は、様式1-2の「事業間流用額」欄の中段の計数と必ず一致させること。（特に同一事業を流用元として複数回使用する場合は注意すること。）

（注６）「流用等による増▲減額、うち流用額、交付金（国費）」欄の計は、必ず「０」となる。

（注７）「流用後等、全体事業費」は、様式1-2の「全体事業費」の欄と必ず一致させること。

（注８）同一事業を流用元として複数回使用する場合には、使用２回目以降の流用番号の「前回まで」欄の計数は、直前に使用した流用番号の「流用後等」の計数を記載すること。

計

流用後等

備　考
うち流用額

①

流用
番号

番号 事業名 事業番号

前回まで 流用等による増▲減額

合　計

平成２８年度　浪江町復興交付金事業計画に係る年度間調整・事業間流用届

提出者名：浪江町
省庁名：国土交通省

No. 事業名 事業番号

交付決定時点 年度終了時点

翌年度交付額調整額
（a-b）

備　考



（様式３）

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい

①年度間調整を行った場合 （単位：千円）

交付対象
事業費

交付金
交付額(国費)

本年度に実施
した事業費

本年度に充当
した国費
（a）

本年度に実施
した事業費に
より算出され
る国費（b）

②事業間流用を行った場合 （単位：千円）

交付対象
事業費
（A）

交付金
交付額(国費)

（B）
全体事業費

事業費
（a）

交付金
（国費）
（b）

事業費
交付金
(国費)

交付対象
事業費
（A+a）

交付金
交付額(国費)

（B+b）
全体事業費

17

水産業共同利用施
設復興整備事業
（延伸斜路整備事
業）

◆C-7-1-3 0 0 0 20,000 16,000 20,000 16,000 20,000 16,000 20,000

【H29】20,000千円（国費:H23復興庁補正分
16,000千円）【工事費】
流用元：C-1-1農山漁村地域復興基盤総合整
備事業（復興整備実施計画作成）

1

農山漁村地域復興
基盤総合整備事業
（復興整備実施計
画作成）

C-1-1 20,000 20,000 20,000 ▲16,000 ▲16,000 ▲16,000 ▲16,000 4,000 4,000 4,000

【H23】16,000千円（国費:H23復興庁補正分
16,000千円）【工事費】
流用先：◆C-7-1-3水産業共同利用施設復興
整備事業（延伸斜路整備事業）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

4,000 0

（注１）「番号」欄には、様式1-2の通し番号（No.欄）を記載すること。

（注２）「前回まで、交付対象事業費（A）」欄の計数は、様式1-2の「総交付対象事業費」及び「事業間流用額」欄の上段（　）書きの合計額と必ず一致させること。

（注３）「流用等による増▲減額、うち流用額」欄の▲表記は他事業に流用した額を表す。

（注４）「流用等による増▲減額、事業費（a）」欄の計数は、様式1-2「総交付対象事業費」及び「事業間流用額」欄の中段の合計額と必ず一致させること。

（注５）「流用等による増▲減額、うち流用額、事業費」欄の計数は、様式1-2の「事業間流用額」欄の中段の計数と必ず一致させること。（特に同一事業を流用元として複数回使用する場合は注意すること。）

（注６）「流用等による増▲減額、うち流用額、交付金（国費）」欄の計は、必ず「０」となる。

（注７）「流用後等、全体事業費」は、様式1-2の「全体事業費」の欄と必ず一致させること。

（注８）同一事業を流用元として複数回使用する場合には、使用２回目以降の流用番号の「前回まで」欄の計数は、直前に使用した流用番号の「流用後等」の計数を記載すること。

平成２９年度　浪江町復興交付金事業計画に係る年度間調整・事業間流用届

提出者名：福島県
省庁名：農林水産省

No. 事業名 事業番号

交付決定時点 年度終了時点

翌年度交付額調整額
（a-b）

備　考

合　計

計

流用後等

備　考
うち流用額

①

流用
番号

番号 事業名 事業番号

前回まで 流用等による増▲減額



（様式３）

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい

①年度間調整を行った場合 （単位：千円）

交付対象
事業費

交付金
交付額(国費)

本年度に実施
した事業費

本年度に充当
した国費
（a）

本年度に実施
した事業費に
より算出され
る国費（b）

②事業間流用を行った場合 （単位：千円）

交付対象
事業費
（A）

交付金
交付額(国費)

（B）
全体事業費

事業費
（a）

交付金
（国費）
（b）

事業費
交付金
(国費)

交付対象
事業費
（A+a）

交付金
交付額(国費)

（B+b）
全体事業費

1

都市防災総合
推進事業（津波
シミュレーション
等の計画策定）

D-20-1 78,740 59,054 78,740 ▲1,470 ▲1,102 ▲1,470 ▲1,102 77,270 57,952 77,270 【H26】1,470千円（国費：H25復興庁
当初分1,102千円）

2
防災集団移転
促進事業（計
画策定費）

D-23-1 154,138 115,603 154,138 ▲39,820 ▲29,865 ▲39,820 ▲29,865 114,318 85,738 114,318 【H25】39,820千円（国費：H23復興
庁繰越分29,865千円）

5 市街地復興効
果促進事業

★F-2-1-1 982,798 786,237 982,798 ▲2 ▲1 ▲2 ▲1 982,796 786,236 982,796 【H25】2千円（国費：H25復興庁補正
分1千円）

6
請戸共同墓地
整備事業

◆D-23-1-1 230,692 184,553 230,692 ▲11,514 ▲9,211 ▲11,514 ▲9,211 219,178 175,342 219,178 【H26】11,514千円（国費：H24復興
庁繰越分9,211千円）

9
津波被災情報
等基盤整備事
業

◆D-20-1-1 16,782 13,425 16,782 ▲852 ▲681 ▲852 ▲681 15,930 12,744 15,930 【H26】852千円（国費：H25復興庁当
初分681千円）

11
道路事業（大
平山-幾世橋）

D-1-2 9,453 7,562 9,453 ▲644 ▲515 ▲644 ▲515 8,809 7,047 8,809 【H27】644千円（国費：H25復興庁当
初（繰越）分515千円）

12
道路事業（幾
世橋-北幾世
橋）

D-1-3 47,221 37,776 47,221 ▲10,954 ▲8,763 ▲10,954 ▲8,763 36,267 29,013 36,267 【H27】10,954千円（国費：H25復興
庁当初（繰越）分8,763千円）

8
防災集団移転
促進事業

D-23-2 4,759,858 4,164,875 6,132,130 132,925 116,309 57,300 50,138 4,892,783 4,281,184 6,132,130

【H30】57,300千円（国費50,138千
円）
第19回申請において、国費1千円不足
していたため、★F-2-1-1より国費1
千円を流用（平成30年5月10日修正）

0 0 0

▲ 7,956 0

（注１）「番号」欄には、様式1-2の通し番号（No.欄）を記載すること。

（注２）「前回まで、交付対象事業費（A）」欄の計数は、様式1-2の「総交付対象事業費」及び「事業間流用額」欄の上段（　）書きの合計額と必ず一致させること。

（注３）「流用等による増▲減額、うち流用額」欄の▲表記は他事業に流用した額を表す。

（注４）「流用等による増▲減額、事業費（a）」欄の計数は、様式1-2「総交付対象事業費」及び「事業間流用額」欄の中段の合計額と必ず一致させること。

（注５）「流用等による増▲減額、うち流用額、事業費」欄の計数は、様式1-2の「事業間流用額」欄の中段の計数と必ず一致させること。（特に同一事業を流用元として複数回使用する場合は注意すること。）

（注６）「流用等による増▲減額、うち流用額、交付金（国費）」欄の計は、必ず「０」となる。

（注７）「流用後等、全体事業費」は、様式1-2の「全体事業費」の欄と必ず一致させること。

（注８）同一事業を流用元として複数回使用する場合には、使用２回目以降の流用番号の「前回まで」欄の計数は、直前に使用した流用番号の「流用後等」の計数を記載すること。

計

流用後等

備　考
うち流用額流用

番号
番号 事業名 事業番号

前回まで 流用等による増▲減額

①

合　計

平成２９年度　浪江町復興交付金事業計画に係る年度間調整・事業間流用届

提出者名：浪江町
省庁名：国土交通省

No. 事業名 事業番号

交付決定時点 年度終了時点

翌年度交付額調整額
（a-b）

備　考


